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人口は883万8,908人　人口減少が続く
大阪府の人口は、戦後から昭和45年までは、毎年20万人前後の人口増加が続きましたが、その後、増加は緩やかとなり、平成に入ってからは、ほぼ横ばいで推移し、平成23年をピーク(886万5,448人)に平成24年からは減少に転じ、平成27年10月１日現在の人口は883万8,908人となっています。
近年の人口の自然増減 (出生－死亡)は、水準を落としつつも増加で推移してきましたが、平成22年から減少に転じ、平成27年は、１万3,281人の減少となっています。また、社会増減(人口増減数－自然増減)は、平成18年以降増加で推移し、平成27年は、1,582人の増加で、平成27年の人口増減数(自然増減数＋社会増減数)は、1万1,699人の減少となっています。

一方、大阪府の世帯数は、戦後から一貫して増加傾向にありましたが、平成27年10月１日現在392万1,923世帯で、前年と比較して１万8,523世帯減少しました。
※増減数については、平成26年10月から平成27年９月までの１年間についてとりまとめ、平成27年10月1日現在をとらえたものです。
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年齢区分別人口

大阪府も超高齢社会に
年齢３区分(年少、生産年齢、老年)別人口では、平成22年10月１日現在の年少人口(０～14歳)は、116万5,200人(３区分合計に占める割合は13.3％)、生産年齢人口(15～64歳)は、564万8,070人(同64.4％)、老年人口(65歳以上)は、196万2,748人(同22.4％)となり、いわゆる超高齢社会(総人口に占める老年人口の割合が21％以上)に入っています。平成12年に年少人口と老年人口が逆転し、老年人口の増加が続いています。


就業者数の推移

　男性就業者の割合は減少傾向　女性就業者の割合は増加傾向
　平成22年の就業者数は、381万5,052人(15歳以上人口総数に占める割合は50.1％)です。男性就業者数は、218万1,227人(男性15歳以上人口の59.9％)、女性就業数は163万3,825人(女性15歳人口の41.1％)となっています。
昭和50年と比較して、就業者数は10万6,968人増加(男性32万8,385人減少、女性43万5,353人増加)しました。

15歳以上男女別人口に占める就業者の割合を昭和50年と平成22年で比較すると、10.2ポイント減少(男性就業者22.6ポイント減少、女性就業者2.6ポイント増加)しました。男性就業者の割合が大幅に減少する中で、女性就業者の割合は微増となっています。


人口、世帯数の推移(毎年10月1日)





[表3-1参照]





人口増減の推移





[表3-6参照]





年齢別人口の推移





[表3-12参照]





人口と就業者数（平成22年）





人口と就業者数（昭和50年）





[資料：総務省「国勢調査報告」、表3-13参照]








